
第一ビルサービス株式会社　第52期(2022年3月期)決算公告

貸 借 対 照 表
2022年3月31日現在

資   産   の   部 負  債  純　資　産  の  部

科     目 金    額 科     目 金    額

資 産 の 部 千円 負 債 の 部 千円

 流 動 資 産 900,585  流 動 負 債 194,480

現 金 及 び 預 金 175,859 買 掛 金 127,706

売 掛 金 118,568 未 払 金 8,891

貯 蔵 品 2,289 未 払 法 人 税 等 13,402

前 渡 金 523 未 払 消 費 税 等 17,171

前 払 費 用 2,459 未 払 費 用 19,649

短 期 貸 付 金 600,000 前 受 金 523

そ の 他 の 流 動 資 産 885 預 り 金 1,276

賞 与 引 当 金 5,859

 固 定 資 産 84,398  固 定 負 債 2,898

  有 形 固 定 資 産 8,974 退 職 給 付 引 当 金 2,898

建 物 4,712

工 具 器 具 備 品 4,262 負 債 合 計 197,379

  無 形 固 定 資 産 640 純 資 産 の 部

電 話 加 入 権 276

ソ フ ト ウ ェ ア 364   資    本    金 10,000

  利 益 剰 余 金 794,004

  投 資 そ の 他 の 資 産 74,782 利 益 準 備 金 2,500

長 期 前 払 費 用 527 そ の 他 利 益 剰 余 金 791,504

繰 延 税 金 資 産 4,690 別 途 積 立 金 492,106

差 入 保 証 金 敷 金 16,389 繰 越 利 益 剰 余 金 299,398

そ の 他 の 投 資 等 53,175 （ 内 、 当 期 純 利 益 ) (49,142)

　自 己 株 式 △16,400

純 資 産 合 計 787,604

資  産  合  計 984,984 負 債 純 資 産 合 計 984,984

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1.資産の評価基準及び評価方法

 (1)有価証券

　　　　　・その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

　移動平均法により算定）

 (2)貯蔵品の評価方法

　移動平均法による原価法を採用しております。

2.固定資産の減価償却の方法

 (1)有形固定資産

・1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得した

　建物附属設備及び構築物…定額法

・その他…定率法

(2)無形固定資産

・ソフトウエア（自社利用）…社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法

(3)リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係わるリース資産

　…リース期間を耐用年数とし、残存期間を零とする定額法

3.引当金の計上基準

(1)賞与引当金

賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上しております。

(2)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務額及び中小企業退職金共済制度の

支給見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

(3)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。

4.その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1)リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(2)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。

個別注記表


